様式2

参加資格要件に係る誓約書
当事業者は、以下の要件をすべて満たしていることを誓約します。なお、今後要件を満たさない状況となった場合にもその旨申し出ることを誓約します。
記
1. 地方自治法施行令第１６７条の４に該当しないものであること。
2. 宗教活動や政治活動を目的とした団体でないこと。
3. 特定の公職者（候補者を含む）、又は政党を推薦、支持、反対することを目的とした団体でないこと。
4. 代表者及び役員に禁固以上の刑に処せられている者がいる団体でないこと。
5. 会社更生法に基づく更正手続開始の申立又は民事再生法に基づく再生手続き開始の申立がなされていないものであること。
6. 受託者（受託者が事業協同組合又は共同企業体（以下「共同企業体等」という。）であるときは、その構成員のいずれかの者。）が次のいずれかに該当しないこと。

(1) 役員等（受託者が個人である場合にはその者を、受託者が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時業務委託契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為等の防止に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）であると認められる。
(2) 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる。

(3) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる。
7.　 企業、民間団体等、本委託業務に関する委託契約を本市との間で直接締結できる団体であること。
8.　 本調達に係る業務の実施予定組織・部門が、プライバシーマーク認証または
ＩＳＭＳ認証を取得済みであること。
9.　 虚偽の申請を行わないこと。
以　上　　
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